
市第189号 

35 

市第 189 号議案 

   横浜市障害を理由とする差別に関する相談対応等に関す 

る条例の制定 

 横浜市障害を理由とする差別に関する相談対応等に関する条例を

次のように定める。 

   平成28年２月16日提出 

                 横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市障害を理由とする差別に関する相談対応等に関す 

る条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（平成25年法律第65号。以下「法」という。）第14条の規定

の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別に関する相談の対応、

あっせんの手続等を定めることにより、障害を理由とする差別に

関する紛争の防止及び解決に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の例による。 

（相談対応） 

第３条 横浜市は、障害者及びその家族その他の関係者（以下「障

害者等」という。）から当該障害者が受けた障害を理由とする差

別に関する相談があったときは、その事案の内容に応じて、事実

関係の調査、当該事案の解決に向けた紛争に係る当事者間の調整

その他必要な対応を行うものとする。 

（あっせんの申出） 
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第４条 障害者等は、前条の規定による対応によりその解決が図ら

れない事案（横浜市内に在住、在勤又は在学する障害者が横浜市

内で事業活動を行う事業者（以下「市内事業者」という。）から

障害を理由とする差別を受けた事案に限る。）について、市長に

対し、あっせんの申出をすることができる。ただし、当該申出が

当該申出に係る障害者の意に反することが明らかであると認めら

れるときは、当該障害者の家族その他の関係者は、当該申出を行

うことができない。 

２ 前項の申出は、次のいずれかに該当するときは、行うことがで

きない。 

(1) 過去に同一の事案の申出を行ったことがあるとき。 

(2)   市内事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う障害

を理由とする差別に関する申出であるとき。 

（設置） 

第５条 市長の附属機関として、横浜市障害者差別の相談に関する

調整委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、市長の付託に応じ障害を理由とする差別に関するあ

っせんを行うとともに、障害を理由とする差別に関する相談の対

応について、市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第６条 委員会は、委員15人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 障害者及びその家族 

(2) 学識経験のある者 

(3) 弁護士 
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(4) 事業者の代表者 

（委員の任期） 

第７条 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合に

おける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（臨時委員） 

第８条 市長は、委員会に特別の事項を調査審議させるため必要が

あると認めるときは、臨時委員若干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、市長が必要と認める者のうちから市長が任命する

。 

３ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了し

たときまでとする。 

（委員長） 

第９条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選によって定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる

。 

４ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらか

じめ委員長の指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第10条 委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長が選

出されていないときは、市長が行う。 

２ 委員会は、委員（特別の事項を調査審議する場合にあっては、

そのために置かれた臨時委員を含む。次項及び第13条第２項にお

いて同じ。）の半数以上の出席がなければ会議を開くことができ
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ない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同

数のときは、委員長の決するところによる。 

（あっせんの付託等） 

第11条 市長は、第４条第１項本文の申出があった事案について、

委員会のあっせんに付する。 

２ 委員会に付託されたあっせんは、委員長が指名する委員又は臨

時委員３人以上から成る小委員会（以下「小委員会」という。）

を設けて行う。 

３ 小委員会は、小委員会の委員の互選によって会長を定め、会長

の指揮によりあっせんを行う。 

４ 第９条第３項及び第４項の規定は会長の職務について、前条（

第１項ただし書を除く。）の規定は小委員会の会議について、そ

れぞれ準用する。この場合において、第９条第３項及び第４項並

びに前条第１項本文及び第３項中「委員長」とあるのは「会長」

と、第９条第３項及び前条中「委員会」とあるのは「小委員会」

と、第９条第４項及び前条第３項中「委員」とあるのは「小委員

会の委員」と、同条第２項中「委員（特別の事項を調査審議する

場合にあっては、そのために置かれた」とあるのは「小委員会の

委員（当該小委員会に委員長に指名された臨時委員がある場合に

あっては、その」と、「の半数」とあるのは「３人」と読み替え

るものとする。 

５ 小委員会は、あっせんのために必要があると認めるときは、当

該あっせんに係る障害者等、市内事業者その他の関係者に対し、

その出席を求めて説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求
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めることができる。 

 （あっせん案の提示等） 

第12条 小委員会は、必要に応じ、あっせんの当事者の一方又は双

方に対してあっせん案の提示を行うことができる。 

２ 小委員会は、前項の規定によりあっせん案の提示を行ったとき

は、委員会にその内容を報告するものとする。 

３ 委員会は、前項の規定により報告を受けたときは、その内容を

市長に報告するものとする。 

４ あっせんの当事者が正当な理由なくあっせん案に従わないとき

は、市長は、あっせんの当事者に対し、期限を定めて、当該あっ

せん案を受諾するよう勧告することができる。 

 （あっせんの終了） 

第13条 小委員会は、その紛争が解決したと認めたとき、又はあっ

せん案の提示を行ったときは、あっせんを終了する。 

２ 小委員会は、あっせん案を提示することが特に困難であると認

めるとき、又は明らかに不適当であると認めるときは、小委員会

の委員全員の意見をもって、あっせんを終了することができる。 

３ 小委員会は、前２項の規定によりあっせんを終了したときは、

その結果を当該あっせんの当事者の双方へ通知する。 

（結果の報告） 

第14条 小委員会は、前条第１項又は第２項の規定によりあっせん

を終了したとき（あっせん案の提示を行ったことによりあっせん

を終了したときを除く。）は、委員会にその結果を報告するもの

とする。 

２ 委員会は、前項の規定により報告を受けたときは、その結果を
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市長に報告するものとする。 

（あっせんの非公開） 

第15条 あっせんの手続は、公開しない。 

 （秘密の保持） 

第16条 委員及び臨時委員は、職務上知ることができた秘密を漏ら 

してはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（庶務） 

第17条 委員会の庶務は、健康福祉局において処理する。 

 （委任） 

第18条 第５条から前条までに定めるもののほか、委員会の運営に

関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 

（啓発活動） 

第19条 市長は、障害を理由とする差別の解消及び障害についての

理解の促進に関する市内事業者の意識の啓発を図るよう必要な措

置を講ずるものとする。 

（委任） 

第20条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、市長が定める。 

   附 則 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

    

   提 案 理 由 

 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律第14条の規定の

趣旨にのっとり、障害を理由とする差別に関する相談の対応、あっ

せんの手続等を定めることにより、障害を理由とする差別に関する
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紛争の防止及び解決に資するため、横浜市障害を理由とする差別に

関する相談対応等に関する条例を制定したいので提案する。 
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 参  考  

    地 方 自 治 法 （ 抜 粋 ） 

第 138 条 の ４  （ 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 省 略 ） 

普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 法 律 又 は 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 執

行 機 関 の 附 属 機 関 と し て 自 治 紛 争 処 理 委 員 、 審 査 会 、 審 議 会 、 調

査 会 そ の 他 の 調 停 、 審 査 、 諮 問 又 は 調 査 の た め の 機 関 を 置 く こ と

が で き る 。 た だ し 、 政 令 で 定 め る 執 行 機 関 に つ い て は 、 こ の 限 り

で な い 。 

第 202 条 の ３  普 通 地 方 公 共 団 体 の 執 行 機 関 の 附 属 機 関 は 、 法 律 若

し く は こ れ に 基 く 政 令 又 は 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 担 任

す る 事 項 に つ い て 調 停 、 審 査 、 審 議 又 は 調 査 等 を 行 う 機 関 と す る

。   

  附 属 機 関 を 組 織 す る 委 員 そ の 他 の 構 成 員 は 、 非 常 勤 と す る 。 

  附 属 機 関 の 庶 務 は 、 法 律 又 は こ れ に 基 く 政 令 に 特 別 の 定 が あ る

も の を 除 く 外 、 そ の 属 す る 執 行 機 関 に お い て 掌 る も の と す る 。 

 

    


